













































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































ウトソーシング）、効率化等 ２ 減量（アウトソーシング）の在り方 ④特殊法
人との関係 ア 特殊法人の意義」を参照。
(11) 行政改革会議最終報告「Ⅳ 行政機能の減量（アウトソーシング）、効率化等







































































































































２ 減量（アウトソーシング）の在り方 (２）独立行政法人の創設 ④ 特殊法
人との関係 ア 特殊法人の意義」を参照。
(45) 行政改革会議最終報告「Ⅳ 行政機能の減量（アウトソーシング）、効率化等






２ 減量（アウトソーシング）の在り方 (２）独立行政法人の創設 ④ 特殊法
人との関係 エ 独立行政法人と特殊法人の関係」を参照。
(47)『独立行政法人・特殊法人総覧（平成20年度版）』〔財団法人・行政管理研究セ
ンター、2008年〕によると、2008年10月１日現在、経済産業省所管の独立行政法人
は、11法人あり、また、特殊法人は、２法人ある。
(48) 地方自治法の当該規定の意義については、松本英昭『新版 逐条地方自治法』
〔第五次改訂版、学陽書房、2009年〕461頁を参照されたい。
(49) 佐藤英善『概説・論点・図表 地方公務員法』〔敬文堂、1990年〕序文１頁。
(50) このことは、佐藤・前掲註（49）序文４頁に指摘されている。
(51) 佐藤英善『行政法総論』〔日本評論社、1984年〕45～46頁。
(52) 抵当証券業の規制等に関する法律（昭和62年12月15日法律第114号。証券取引
法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成18年
６月14日法律第66号）１条３号の規定により廃止（2007年９月30日））に基づき、
2001年４月に抵当証券業の更新登録を拒否され、後に破綻した大和都市管財から抵
当証券を購入していた者が、大蔵省近畿財務局長（当時）が同法による監督規制権
限を適切に行使しなかったことに起因して損害が生じたと主張して、国家賠償法１
条に基づきその賠償を求めた訴訟である。第一審の大阪地方裁判所では、当該請求
について一部認容・一部棄却、控訴審の大阪高等裁判所では、原判決一部変更・請
求一部認容とされた（確定）。なお、大阪地方裁判所判決の評釈として、下山憲治
「判批」法セ639号111頁（2008年）、朝田とも子「判批」北法59巻１号249頁（2008
年）、小幡純子「判批」判評594号７頁（判時2005号169頁）（2008年）、稲葉一将
「判批」法セ増刊・速報判例解説２号45頁（2008年）が、また、大阪高等裁判判決
の評釈として、下山憲治「判批」早法84巻４号85頁（2009年）が、それぞれある。
(53) この点に関する大阪地方裁判所による事実認定は、判時1974号82～83頁に記載
されている。
(54) この一考察として、田村達久「経済行政と公務員法制――人材確保・育成のあ
り方を中心に」首藤・岡田編・前掲註（５）所収がある。
早法85巻３号（2010）764
